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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は　じ　め　に
　ソ連邦中央統計局は，過去２回にわたって(1966年, 1972年について），部門連関報告バランス
資料にもとづいて，直接フォンド集約度および完全フォンド集約度の計算を行った･.以下は，これ
らの若干の資料を検討し，また，ソ連邦の若干の経済学者の見解を引用しつつ／上記フォンド集約
度が，経済学研究上どのような意義をもつかを明らかにしようと試みたものである．
　　　　　　Ｉ．直接フォンド集約度および完全フォンド集約度の計算方法について
　エム・エイデリマンの見解（1’に従って，両フォンド集約度の計算方法について述べてみよう．
　まず，直接フォソド集約度（係数）は，生産物の生産量に対する固定的生産フォントの年平均価
値の比率として計算される．それは，生産物１単位の生産のために，どれだけの固定フォントか相
応するかを示す．計算は，次の公式に従って行われる．
K。(och)_Φ(och)　φ　　‾　χ
ここで･K (OCH)_は･生産物の直接フォンド集約度
　　　　Φ(ｏｃ”)－は，固定的生産フォントの年平均価値
　　　　Ｘ　　　－は，生産物の生産量
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　総フォンド額についての，とのような係数は，フォンド集約度の総体的分析をし，総フォンド額
と生産物の生産量との相互連関を明らかにしうる．しかし，生産物生産における固定フォントの貢
献をより詳細に研究するためには，かかる総体的係数計算では，不十分である．固定フォントは，
生産物生産において，異なった貢献をする，さまざまの形態の機械，設備，建物，構築物より構成
されている．そこで，フォンド集約度指標の分析に際して，固定フォントの(生産的)消費と生産
物生産の相互連関を，フォンド総量についてだけでなく，個々別々の形態についても，明らかにす
ることか重要である．かかる計算は，部門間バランス資料にもとづき，次式に従って行われる.
　　　　　Ｋ　(ocH5＿Φlj(ｏｃＨ)
　　　　　　φり　　　‾　　χJ
　ここで･Ｋφり(oc“)－は･第丿部門の生産物１単位当.りの第１形態の固定フォントについて計算
　　　　　　　　　　　　された生産物の直接フォンド集約係数
　　　　　Φ(och) は，第丿部門で機能している第ｉ形態の固定的生産フォントの年平均価値
　　　　　X7　　　－は，第丿部門の生産物の生産量
　ところで，部門間バランスにおける固定フォントは，バランス価値，すなわち，損耗控除なしの
価値に従って評価される．かかる評価は，自然・物質的構成要素毎に，固定フォントの存在と構成
の特徴を与える任務をもった部門連関報告バランスの課題として，決定されるが，フォントの存在
と構成に基づいて，フォンド集約係数，フォンド効率，固定フォントの存在についてのデーターと
生産物の生産指標とを一致さすことを可能にする，その他の指標が計算されうる．個々の形態毎の
固定フォントの年平均価値は，次式に従って計算される･
　　　　　Φcp°ΦＨ十(ΦＥ－ΦＨ)・ＫＨφ
　ここで･Φcp－は･年平均で計算された固定フォンド価値
　　　　　ΦＨ－は，年頭初の固定フォンド価値
　　　　　Φｇ－は，年末の固定フォンド価値
　　　　　ＫＨφ－は，一年間に導入された固定フォントの年当り利用係数(企業からの年次報告デ
　　　　　　　　ーターに基づいて，部門毎に計算される)．
　つぎに，Φ(och)は，　固定フォントの部門連関報告バランスから求められるが，この一般的モデ
ルは，＜第１表＞の如くである(2)
　上記の係数に基づいて作成された直接フォンド集約係数マトリックスを用いれば，固定フォント
の部門連関バランスと生産物の生産と分配のバランスを，調和させることが出来るし，さらに，報
告期間中のどの形態の固定フォントか，生産物１単位を生産するためにどれだけの量，利用された
かを，正確に決定できる，
　最後に，完全フォンド集約係数(度)の計算方法について述べよう．これは，次式に従って行わ
れる．
ＤΦり(och)゜i]Ｋぶ７)゜b..
或いは，マトリックスで書けば，
　　　　　μΦ(och)゜ＫΦ(oc“)(Ｅ一八)‾1
　ここに･ＤΦり(och)は･　(第丿部門の生産物１単位を生産するのに必要な第ｉ形態の固窄フォ
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＜第１表＞　1966年の固定フォンド部門連関報告バランスモデル
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　　　　　　　　　　　　ンドとしての)生産物の完全フォンド集約係数
　　　　　Ｋφ(och)は･　(第ｋ部門の生産物１単位を生産するのに必要な第ｉ形態の固定フォ
　　　　　　　　　　　　ンドとしての)生産物の直接フォンド集約係数･
　　　　　Ki　　　－は，第丿部門の生産物１単位を生産するのに必要な第ｋ部門の生産物(労
　　　　　　　　　　　　働対象)の完全投入係数．
　　　　　瓜φ(oc“)‾は･完全フォンド係数マトリックス.
　　　　　Ｋφ(och)は･直接フォンド集約係数マトリックス･　　　　　　　．■１１．　　１ １
　　　　　(Ｅ－Ａ)｀１－は，労働対象の完全投入係数マトリックス．
　エイデリマンによれば, 1966年の固定フォントの部門連関報告バランスのデーターおよび同年の
生産物の生産と分配の部門連関報告バランスデーターによって，約6000個の直接および完全フォン
ド集約係数か，えられたという(3).，
　(1) M. SMIIE/IbMAH ; OmETHblfl ＭＥ〉KOTPACJlEBOfi BAJIAHC ＯＣＨＯＢＨｂＩＸΦＯＨμOB.
　　８“Bonpocbi 3K0H0MHKH"(以下“Ｂ，∂"と略記する). 1970r. No ９，CTp. 3-19.
　(2) 1966年の具体的数値については, ucy CCCP ； ＨＡＰＯμＨＯＥＸＯ３只PlCTBO CCCP B. 1968r.
　　｡CTATHCTMKA“ 1969r. cTp. 51―72.参照.
　(3)筆者は，この原資料は未見である．＜第２表＞＜第３表＞に力八げられた数値によって，その一部分を知
　　りうるにすぎない．
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　　Ｈ．フォンド集約度の経済学研究上の意義
　本節では，ソ連邦中央統計局によって公表された，直接フォンド集約度および完全フォンド集約
度の値によ力つつ，それらの値が，産業別にどのようなちがいを示すのか，両集約度の乖離は何を
意味するのか．最後に，完全フォンド集約度はどのような経済学研究上の意義をもつかを明らかに
したい．
　(1)直接フォン･ド集約度の産業別特徴(4'
　個々の産業部門のフォンド集約度の水準は，ソ連邦のそれぞれの生産物の比重とそれぞれの部門
の生産固定フォントの比重によって決定される．もしも，生産物の比重か，固定フォントの比重よ
りも'高ければ，その部門は，フォンド集約度が低いと考えるべきである(5)_結局，個々の物財生産
部門のフォンド集約度の水準は，それら生産物の原価中にしめる償却控除額の比重によって決定さ
れる，ことになる．石油採掘産業では，償却比率は, 33%をこえ，泥炭では，ほぽ26%,電力で
は, 25.5%,軽工業では，わずか，1.4％である．
＜第２表＞　1972年の若干の工業部門，建設，農業の直接および完全フォンド集約度
　　　　　　　(1972年のソ連邦固定フォンド部門連関報告バランスデータより計算)
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　ブオンド集約度の高い部門として，まず，石炭，石油採掘，鉄鉱，およびその他の鉱山業があげ
られる．特に，フォンド集約度の高いのは，電力および燃料エネルギーである．逆に，低い部門
は，軽工業，食品工業（ヤ・クワシヤの計算（6’によれば0.17）などであり化学工業や建設材料工業
は，平均的な値を示す部門である（第２表（7’，および第３表参照）.
　最も高いフォソド集約度を示すのは，電力特に，水力発電であるが，ここでは，水力発電所の構
築物の価値は，約10億ルーブルに達するが，生産物原価は低い．ここでは，投入要素として，原料
も燃料も殆んどいらず，主要な原価要素は，償却である．採取産業（石油，ガス，石炭，油頁岩）
部門も，フォンド集約度水準か高い．採取産業は，生産物価値要素として，原料がいらず，もっぱ
ら，自然のめぐみか原料であ･るから，加工工業や農業よりも，フォンド集約度が高くなるという特
徴がある．同時に，加工工業部門では，生産物原価中の原料部分が, 50%になり，軽工業や食品工
業では，85－90％にもなる．
　(2)直接フォンド集約度と完全フォンド集約度との乖離
　異なった物財生産部門では，直接フォンド集約度と完全フォンド集約度の比率は同じではない･
所与の部門の直接フォンド集約度か低ければ低い程，また，その生産に参加する部門か多ければ多
い程，直接フォンド集度と完全フォンド集約約度の乖離が大きい．本源的原料が，加工段階を進め
ば進む程，上記の乖離はそれだけ大きくなる．さらに，ヤ・クワシヤは，両者の乖離が，生産物価
格中の取引税の割合か大きくなればなる程，大きくなるという理由をあげている(8).従って，加工
工業では，直接フォンド集約度と完全フォンド集約度の乖離は，エネルギー産業，採取産業，農
業におけるよりも大きくなる．このことは，＜第２表＞＜第３表＞の資料から明らかである．例え
ば，エネルギーでの両者の乖離は1.3倍，菓子製造業では, 17.6倍，肉では, 32.6倍であった．
　(3)直接および完全フォンド集約度計測の意義‘9'
　これらのフォンド集約度を求めることは，どのような意義かあるのだろうか．まず第１は，新し
い企業建設の投資の正当性を根拠づけるのに必要であるということである．この値は，固定フォン
トに対する需要が，従って，個々の部門の生産物の量を増加させる際に，個々の部門についての投
資需要が，どれだけになるかを決定することを可能にする．この際に，所与の部門のみならず，そ
れらの生産物生産と間接的に関連した部門の固定フォンド需要か考慮される(lOJ
　第２は，価格計画化の際に考慮することが合目的的である．価格中の利潤は，固定フォンド価値
に対するパーセントで，定められる．しかも，国家は，関連した工業部門のなかで所与の企業建設
が，どれだけの投資額を必要とするのかに無関心ではいられない．故に，全国民経済的見地からみ
て，生産物の完全フォンド集約度を知り，それを価格の計画化の際に，考慮せねばならない．特
に，社会的に必要な労働投入量を決めるために，完全フォンド集約度か必要とされる．　しかし，現
在の価値形成には，次のような問題かおる．生産物の完全フォンド集約度は，毎年計算されてい
ず，実際の経常価格形成では，もっぱら，生産物の直接フォンド集約度が考慮されている．ところ
で，各省は，それぞれか主管するフォンド，或いは，部門フォントについての資料しか所持してい
ないのに，その省が価格案を作成するといわれる．その上，多くの価格は，省自体によって認可さ
れ，若干の価格が，価格形成の地方組織によって，定められている(11)
　第３は，固定フォントの構造研究，および，それらの利用効率上昇の方策の作成のために，大き
な意義かおる．この点について，エム・エイデリマンは，次のように説明している(12)個々の部門
の固定フォントの構造は，一方では，部門バランスの報告期間中に成立した異なったフォンド形態
の間の相互関係，他方では，生産された生産物の量と特質によって条件づけられる．これらの相互・
　皿皿
連関の量的表現は，部門別，および，フォンド形態別に，作成された生産物のフォソド集約係数に
反映され，部門の特徴，生産力の発展水準，および，生産の合理的組織化によって定まる．個々の
部門での生産的固定フォンド構造の最適な組合せを選択することは，投資計画化の出来るかぎりの
改善，社会的生産全体の効率性の上昇のために大きな意義かある．科学的に根拠づけられた生産物
のフォンド集約度ノルマは一投資，および，部門毎の固定フォンド増大の正しい計画化の，最も重･
要な要素の１つであると．
　大部門分類，および，フォンド形態別に計算された，直接，および，完全フォンド集約係数の報
告書は，科学的に根拠づけられた，フォンド集約度の計画ノルマ作成の出発基準であり，計画化の
より一層の改善のために，広く利用されるべきであると．
　さて，それでは，上記，第３の意義をより具体的にみるために，項を改めて, 1966年，および，
1972年の部門連関報告バランスのデーターにもとづいて計算された，個々の部門の固定フォンド総
量についての直接，および,完全フォンド集約度でならびに，形態別一建物,構築物,伝連用施設，
機械および設備の形態別－の直接，および，完全フォンド集約度について考察することにしよう．
（ｲ) 1966年と1972年の部門別フォンド集約度の比較
1966年および, 1972年の固定フォントの部門連関報告バランスのデーターに従って計算された，
　　　　　　　　　　＜第３表＞　1966年および1972年の部門別フォンド集約度
工　　業　　部　　門
1966年 1972年
1000ルーブルの生産
物当りの生産的固定
フォンド(ルーブル)
完全フォ．
ンド集約
度は直接
フォンド
集約度の
何倍か
1000ルーブルの生産
物当りの生産的固定
フォンド(ルーブル)
完全フォ
ンド集約
度は直接
フォンド
集約度の
何倍か
直接フォン
ド集約度
完全フォン
ド集約度
直接フォン
ド集約度
完全フォン
ド集約度
黒　色　金　屑（鉄）
コークス産業
耐　火　材　料
石　　　　　炭
石油採掘産業
石油製精産業
電力および燃料エネルギー
動力機械製作
電子工学産業
金屑切削および木材加工・工作機械
火造・圧搾設備
ポンプ・圧縮機および冷却設備
昇降・運搬設備
自動車工業
トラクターおよび農業機械製作
塩　基　化　学
ゴム・石絹工業
木　材　供　給
製材業および木材加工工業
セルローズ・製紙工業
セメント工業
裁　縫　工　業
腹　糖　工　業
　855.2
　623.3
1194.9
1359.1
3049.4
　341.7
3143.4
　657.2
　341.1
　761.2
　911.2
　378.7
　424.0
360.2
　522.5
1182.1
　244.1
　572.4
　436.7
　981.0
1259.5
　131.9
　209.4
2708.2
3014.5
2559.7
2914.8
4171.7
1898.5
4083.8
1815.7
1424.8
1758.7
1893.5
1359.5
1605.7
1523.7
1930.2
2830.8
1498.7
1609.7
1773.9
2460.1
2692.8
　819.4
　963.5
3.2
4.8
2.1
2.1
1.4
5.6
1.3
2.8
4.2
2.3
2.1
3.6
3.8
4.2
3.7
2.4
6.1
2.8
4.1
2.5
2.1
6.2
4.6
　733.8
　　　－
1199.3
1020,0
　　　－
　　　－
2890.3
　　　－
　　　－
　727.3
　705.9
　360.3
　461.6
　447.2
　471.3
　　　－
　283.0
　549.0
　436.3
　873.6
1197.1
　108.0
　271.1
2426.9
　　　－
2301.1
2346.2
　　　－
　　　－
3780.3
　　　－
　　　－
1728.1
1781.6
1261.3
1630.4
1544.1
1949.1
　　　－
1668.6
1523.1
1662.6
2171.0
2615.8
　962.5
1292.1
3.3
　－
1.9
2.3
　－
　－
1.3
　－
　－
2,4
2.5
3.5
3.5
3.5
4,1
　－
5.9
2.8
3.8
2.5
2.2
8.9
4.8
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若干の工業部門の直接，および，完全フォンド集約度は，＜第３表（リ’＞のようになる（ここでは，
＜第２表＞にかかげた工業部門は除いている）･
　!966年のフォンド集約度と1972年のフォソド集約度比較から明らかになることは，直接，およ
び，完全フォンド集約度とも，かなり多くの部門で，低下したということである（自動車，昇降・
運搬設備，ゴム・石綿工業，製糖工業を除く）．技術進歩およびフォソド利用方法の改善によると
ことか大きいと考えられるが，はたして，ソ連邦の工業部門全体としてこのような集約度低下があ
ったとみてよいだろうか．国民所得のフォンド集約度の検討からは，とてもこのような評価は下せ
そうにない．
　第４表は，ソ連邦工業での，国民所得，生産的固定フォンド，フォンド効率の変化のテンポをみ
たものである（1o（第１図は，フォンド効率について図示した）.
　　　　　　　＜第４表＞　ソ連邦工業部門の国民所得.固定フォンド，フォンド効率の推移
年 国　民゛所　得　(ルーブル)
生産的固定フォンド
　　(ルーブル) フォンド効率
1960
1965
1966
1967
1968
1969　　.
1970
1971
1972
1973
1974
　75.8
100.1
104.6
115.9
127.3
140.4
148.3
156.9
163.6
172.6
186.3
.80
　160　　　、
　163
　173
　190
　208
　227
　271.7
　300
　326
　353
0.95
0.63
0.64
0.66
0.67
0.67
0.65
0.58
0.54
0.53
0.53
０．７
0.6
0.5
0.4
0.3
0.2
0.1
　年　1965　’66　’67　’68　’69　’70　’71　’72　’73　’74
＜第１図＞　ソ連邦工業部門における固定フォンド効率の変化
　20　　　　　　　　高知大学学術研究報告　第30巻　社会科学
　これらの図・表から明らかとなるように, 1972年の工業部門全体の固定フォンド効率は, 1966年
のそれより低下している．なぜ，＜第３表＞に示されるような結果と，ここでの結果は，矛盾した
かの如き現象を呈するのだろうか．今直ちに，この問題に解答を与える資料をもち合せていないの
で，今後の検討課題としなければならないが，少なくとも，＜第３表＞（および＜第２表＞）の資
料だけで，ソ連邦の工業部門の固定フォントの効率（＝固定フォンド集約度）変化の全体的傾向を
おしはかってはならないということが言えそうである．
　（ロ)1966年と1972年の形態別フォンド集約度の比較
　＜第３表＞に示された，多くの工業部門のフォソド集約度低下，および，若干の工業部門のフォ
ソド集約度上昇は，どのような原因によって生じているのであろうか<14)われわれは，＜第３表＞
に示されたすべての工業部門について，そのことを明らかにする資料をもっていない．エム・エイ
デリマンの掲げた資料より，３つの工業部門についてのみ考察してみよう.
　＜第５表＞（15’から明らかになるように，鉄鋼部門では，直接フォンド集約度の低下(855.2→
733.8)は，建物，および，構築物の利用効率の上昇(360.9→310.99),鉄鋼用の技術的設備の利
用効率の上昇(294.5→226.8)によるところが大きかった．同じように，完全フォンド集約度につ
いても，その低下(2708.2→2426.9)は，建物および構築物の利用効率の上昇(1424.8→1149.6),
鉄鋼用の技術的設備の利用効率の上昇(407.5→318.0)によるところか大きかったと，考えられる.
　　　　　　　　　　　　＜第５表＞　鉄鋼生産部門の形態別フォンド集約度
1966年 1972年
直接フォゾド
集　約　度
完全フォンド
集　約　度
直接フォンド
集　約　度
完全フォンド
集　約　度
総固定生産フォンド
　＜内　駅＞
建　　　　　物
構　　築　　物
金属用の技術的設備
金屑切削および木材加工工作械機
エネルギー設備
電子工学設備
火造・圧搾設備
昇降・運搬設備
ポンプ・圧縮機および冷却設備
その他の形態のフォンド
855.2
244.7
116.2
294.5
　6.3
　24.1
　24.2
　5.6
31.5
12.0
96.1
2708.2
　624.6
　800.2
　407.5
　25.5
　84.6
　69.6
　13.5
　71.2
　27.4
584.1
733.8
214.8
　96.19
226.8
　13.65
　18.21、
　13.69
　　6.873
　32.17
　14.11
　97.307
2426.9
　524.1
　625.5
　318.0
　　32.90
　　76.89
　　60.85
　　13.96
　　77.42
　　31.48
　665.8
　同様な現象が，工作機械工業においてもみられた．直接フォンド集約度の低下(761.2―727.3)
は，主として，建物および構築物の利用効率の上昇(356.8-307.7),エネルギー設備の利用効率
の上昇(7.2^4.861),工作機械の利用効率の上昇(269.3→267.7)などによって生じた．完全フ
ォンド集約度の低下(1758.7-1728.1)は，電子工学設備，火造・圧搾設備，昇降・運搬設備，ポ
ンプ・圧縮機および冷却設備などの利用効率の低下にもかかわらず，建物および構築物の利用効率
の上昇(913.3-766.6)金属用の技術設備の利用効率の上昇(44.5→38.18)によってもたらされ
た（＜第６表＞（16’参照）．
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　　＜第６表＞　工作機械工業の形態別フォンド集約度
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1966年 1972年
直接フォンド
集　約　度
完全フォンド
集　約　度
直接フォンド
集　約　度
完全フォンド
集　約　度゛・
総固定フォンド
　＜内　訳＞
建　　　　　物
楷　　築　　物
金屑用の技術設備
金属切削および木材加工工作機械
エネルギー施設
電子工学設備・
火造・圧搾設備
昇降・運搬設備
ポンプ，圧縮機および冷却設備
その他の形態のフォツド
761.2
317.4
　39.4
　0.4
269.3
　7.2
　6.9
12.3
31.8
　6.2
70.3
1758.7
　554.4
　358.9
　　44.5
　301.8
　　47.7
　　36.2
　　21.7
　　53.3
　　14.4
　325.8
727.3
282.4
　25.30
　0.955
267.7
　4.861
　6.230
　10.99
　34.22
　6.812
87.832
1728.1
　507.4
　259.2
　38.18
　307.3
" 44.02
　39.39
　24.21
　59.11
　16.61
　432.68
　ところが，自動車工業では，逆に, 1966年に比べて1972年の直接フォンド集約度および完全フォ
ンド集約度は，ともに増大し，固定フォンド効率の低下がみられた(＜第３表＞および＜第７表＞
参照)．＜第７表(17゛＞から明らかになることは，この低下は，直接フォンド集約度の場合，建物
　(131.5→172.4),金属用の技術設備(0.6→3.225),金属切削および木材加工工作機械(97.3-
108.0),昇降・運搬設備(13.3→18.19),火造・圧搾設備(31.3→34.59),電子工学設備(12.1→
16.85)の利用効率の低下から生じている．　また，この低下は，完全フォソド集約度の場合，構築
　　　　　　　　　　　　＜第７表＞　自動車工業の形態別フォンド集約度
1966年 1972年
直接フォンド
集　約　度
完全フォンド
集　約　度
直接フォンド
集　約　度
完全フォンド
集　約　度
総固定フォンド
　＜内　訳＞
珪　　　　　物
楷　　築　　物
金屑用の技術設備　　ヽ，
金屑切削および木材加工工作機械
エネルギー施設
電子工学設備
火遁・圧搾設備
昇降・運搬設備
ポンプ，圧縮機および冷却設備
その他の形態フォンド
360.2
131.5
　21.4
　　0,6
　97.3
　　8.3
　12.1
　31.3
　13.3
　　2.8
　41.6
1523.7
　412.2
　367.0
　　59.9
　137.9
　　51.5
　　43.6
　　45.7
　　36.9
　　14.6
-354.4
447.2
172.4
　22.18
　　3.225
108.0
　7.024
　16.85
　34.59
　18.19
　2.802
61.939
1544.1
　447.3
　253.5
　49.15
　150.「
　48.51
　52.24
　52.34
　44.73
　15.08
421.45
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物の利用効率の上昇(367.0→253.5)にもかかわらず，建物(412.2一447.3),金属切削および木
材加工工作機械(137.9→160.1),電子工学設備(43.6-52.25),大造・圧搾設備(45.7^52.34),
昇降・運搬設備(36.9-44.73)その他の形態フォンド(354.4→421.45)などの利用効率の低下に
よるところか大きい.
　（4）本項の作成にあたっては, n. M. KAHTOPおよび, M. 3八八E/IbMAHの労作に負うところか大き
　　い．前者の見解については，“TEOPH只Ｈ ＭＥＴＯμＯｊｌｏｒＨ兄ΦＯＨ丑〇〇TflAMH nPH COLIHAJIH
　　3ME (1980)”. r. HeTBepTan,後者の見解については，前掲論文および, M. SftZlEJlbMAH: Ｋ
　　Bonpocy Ｏ CTPyKTypE ＯＣＨＯＢＨｂｌｘφＯＨμOB CCCP Ｂ“B， ９” 1970r, No 4， CTp. 71―83
　　を参照.
　（5）従って，以下では，（相対的に）フォンド集約度の高い部門とは，フォント集約比重（生産物１単位（１
　　ルーブル）当りの固定フォンド額）か，１をこえるような部門，すなわち，生産物１ノレーブル生産するのに
　　りレーブル以上の固定フォントを要する部門をさす.
　（6）只，ＫＢＡＨＪＡ；ｎＰ只ＭＡ只ＨrlOJIHA只ΦＯＨμOEMKOCTb nPEHMETOB ＪＩＨＩＩＨＯΓＯＯＯＴＰ．
　　EBJIEHH只Ｂ “Ｂ，３” 1972r, No １，CTD, 29.
　（7）＜第２表＞の数字は, KO3φφHLIﾚlEHTbl ｎＰ只MOftM nOJlHOMφＯＨμＯＥＭＫＯＣＴＨＯＰＯμ．
　yKiiHﾚｌ no OTHEJlbHblM OTPACJTHM MATEPHAJlbHOrO nP0H3B0IICTBA CCCP ３Ａ
　1972Γ○几“BECTHHK CTATHCTHKﾚP 1976r, No ３， CTD. 84―85による. 1966年の数字と比較し
　うるものは，＜第３表＞に掲げ｀た.
　（8）この後者の理由は，両集約度眠総生産物についての最終消費者価格で計算されるからである．ヤ・クワ
　　シヤは，工業および建設工業における（最終消費者価格での）個人的消費手段についての計算を行っている
　　か，これによれば，直接フォンド集約度0.24,間接フォンド集約度1.12,完全フォンド集約度1.36,完全フ
　　ォンド集約度の直接フォンド集約度からの乖離は, 5.67倍と大きい．只. KBAlilA,前掲論文, 35―36頁
　　参照，
（9）この項は，カントールの見解に負うところか大きい. n. M. IくＡＨＴＯＰ;ＴＥＯＰＭ只Ｍ ＭＥＴＯμＯＪＩＯΓ
　Ｈ只ΦＯＨμＯＯＴμＡＭＨ nPM COUHAJ]H3A'＼E, T. ueTBepTas参照，
旧　例えば，アルミニュウム生産の工場を建設するには，アルミ工業の投資額のみならず，電力，ボーキサイ
　　ト採取，およびアルミ生産と関連した他の部門での投資額を計算する必要かある. M. 3fiμE/lbMAH ; K
　Bonpocy Ｏ CTPyKTyPE OCHOBHblX φＯＨμＯＢ CCCP Ｂ“B， 9” 1970r, No ４，CTp. 75―76.
(11) Jl. M. KAHTOP ； TEOPH只Ｍ ＭＥＴＯμＯＪＩＯｒＭ只φＯＨμＯＯＴμAMM nPH cou,ma;ih3me,
　CTD. 143―144.
（12）Ｍ.３八μEJlbMAH ;前掲論文, 76―77頁.
（13）＜第３表＞の数値は1966年については, M 3P＼μりibMAH,前掲論文75頁掲載のものを, 1972年につい
　ては，注（7）の資料によった，
㈲　O. p. B. n. BABNM ; nP0rH03MP0BAHMEφOHZlOOTZlAqH, H.≪HayKOBaμyMKa≫
　1977r, CTp. 16.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　゛
旧　木表の1966年の数値については, M. 31^μE;ibMAH ･前掲論文，76頁, 1972年の数値については注（7）
　の資料（86頁）によった．
旧　木表の1966年の数値については，Ｍ，９八μEJlbMAH ･前掲論文，76頁, 1972年の数値については，注
　（7）の質料（87頁）によった.
（17）木表の1966年の数値については，Ｍ．９ａμEJlbMAH ;前掲論文76頁, 1972年の数値については，注（7）
　掲載の資料によった，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　むすびにかえて
　第２節において，３つの工業部門における1966年と1972年の固定フォンド集約度の比較を行った
際に，これらのフォンド集約度変化（低下）について，筆者は，Ｔ応，技術進歩によるもの，およ
び，フォントの利用効率の上昇によって生じたものだと考えた．　しかし，事態は，そんな単純なも
のとはいえそうにない. Jl. M.カントゥールはフォンド効率を決定する要素を２つのグループに
分けて考察する必要性について述べている(18)
　彼の意見によれば，第１のグループは，直接，企業が決定出来ない要素であって，社会的生産の
効率上昇を保障するような客観的条件，すなわち，固定フォンド利用の改善，科学技術の進歩，生
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産力の合理的配置，生産の専門化と集中化を保障するような客観的条件である．これらを，彼は，
再生産要因と呼んでいる．
　第２のグループは，もっぱら，企業および合同自体によって保障される，フォンド効率決定要素
であり，具体的には，設備（フォンドといいかえてもよいのではないか一筆者）,装備の性格と水
準，投資の比重，機械の生産原価，固定フォントの耐久および更新期間，設備の近代化と修繕をあ
げてい弔．　これらは，企業（ないし合同）における固定フォンド利用の性格に依存して，フォソド
効率を決定するものなので，彼は，利用要因と呼んでいる．
　彼の意見によると，機械製作工業では，フォンド利用要因が，フォンド効率低下に，大きな影響
を及ぼしたということである．彼のあげる要因は，交替係数の低下，生産能力の不十分な利用，著
るしい量の未利用設備の存在，内部交替の停止などである．彼の見解が正しいとすれば，ここでも
また，＜第６表＞のフォソド集約度の低下という結論との矛盾か生じてくる．なぜこのようなこと
になるかを明らかにするには，彼のいう再生産要因について詳細に究明しなければならない．この
点もまた，筆者の今後の研究課題として残された．
　いずれにせよ，産業部門毎に，また，検討期間のちがい毎に，フォソド効率変化の要因は異なっ
ており，筆者も，このことについて留意しつつ，フォンド集約度変化の原因について，研究を進め
ねばならないと思う．
圈　Jl. M. KAHTOP; TEOPH兄Ｈ ＭＥＴＯμo,norHjiφＯＨμＯＯＴμAMH nPH C0UHAJ1H3ME,
　CTD. 48―51.
(昭和56年９月16日受理)
(昭和57年３月15日発行)

